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（１）小型家電リサイクルシステムの構築に向けた取組①

Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度以降

調
査
・
実
証
試
験

・先進事例調査
・不燃ごみ展開

試験
（予備調査）

・不燃ごみ等からのピック
アップ回収
（県内市町村リサイクル

センター２箇所）
・イベント回収

（市町村イベントへの出
展２箇所）

・市町村回収品と
事業系小型家電
（拠点回収品）の
同時収集

・みやぎ方式
小型家電リ
サイクルシ
ステムの構
築

啓
発
事
業

・セミナー２回
・連絡協議会

２回

・一般向けイベント回収の
実施（２箇所）

・セミナー１回
・連絡協議会２回

・事業者向け回収
拠点設置
（４箇所）

・セミナー１回
・連絡協議会１回

・連絡協議会
１回

宮城県循環型社会形成推進計画（第２期）では，「小型電子機器等リサイク
ル制度」の推進を重点課題として位置付けている。平成２９年度から，県・地
元大学・関係事業者等との産学官連携により，小型家電リサイクル制度の推進
に向けた各種検討や取組を実施している。
※小型家電とは，使用済小型電子機器等の略称で，事業所から排出されるもの
（産業廃棄物）を含む
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宮城県内市町村での小型家電回収状況(H29年度実績)

うち11品目
以外

49,269 1,872 168,027 23,653 35,267 11,420 265,855 114

回収方法と回収量(kg)
一人あた
りの回収
量(g/人)合計ボックス

ステー
ション

ピック
アップ

イベント その他

・小型家電の回収量（組合回収分を含む。）

・小型家電の
回収方法

（組合回収分
を含む。）

・ボックス回収の実施市町村は多いが，より回収効果の高いステーション回収やピックアップ
回収の実施率が低い。

・市町村がより多くのメリット（売却収入，廃棄物処理の効率化等）を得られようにすることで
小型家電回収は促進される。→ 市町村回収分（一般廃棄物）と事業所排出分（産業廃棄
物）を一連のルートで回収し処理することで小型家電処理業者の事業採算性を向上させる

宮城県内市町村での小型家電回収(H30年11月現在)

うち11品目以
外も回収

22 2 19 3 12 3 34/35

実施
市町村数

回収方法別の実施市町村数

ボックス
ステー
ション

ピック
アップ

イベント その他

（１）小型家電リサイクルシステムの構築に向けた取組②
～宮城県における小型家電回収状況～
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平成３０年度（処理残さの一廃処理） 令和元年度（一廃と産廃の同時回収）

ピックアップ回収 ２カ所
イベント回収 ２カ所

（ボックスを設置して回収）

県指定１１品目（有価性の高
いもの）の処理

県指定１１品目以外（有価性
の低いもの）の処理

有価物の売却
処理困難物（廃棄物）の返却

＜一廃＞
市町村回収物の一部

(ボックス・ ピックアップ)

データ
の利用

＜産廃＞
事業所

持込回収

県指定１１品目の処理
県指定１１品目以外の処理

（一廃と産廃の小型家電は分けて処理）

有価物の売却
一廃処理(一部)

回収ルート構築

有価物の売却
産廃処理

返却ルート構築

事業性検
討の基礎
データと
して活用

処理の効率化検討
（破壊機等の

導入）

（１）小型家電リサイクルシステムの構築に向けた取組③

～実証試験の全体像～
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・国のガイドラインによる特定対象品目（無償での引渡が可能となる標準的な品目群）
・多くの県内市町村において，無償又は有価での引渡が可能となっていると考えられる品目

以上の２点を踏まえ，県指定品目として１１品目（赤字下線）を仮設定した。

（１）小型家電リサイクルシステムの構築に向けた取組④

～実証試験に向けた県指定品目の設定～
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（２）令和元年度実証試験①

～実証試験の方法～
・市町村回収小型家電の提供分

・回収ルートの設定

＜一廃＞
Ａ市

保管場所

＜産廃＞
事業所
持込

運搬
＜一廃＞

Ｂ組合
保管場所

運搬 運搬 処分施設

＜ルートの例＞

・２４市町村（組合管理分含む）から約１ヶ月分の小型家電を無償引取又は有価購入
・うち ３町村（組合管理分含む）は政令２８品目をピックアップ回収している
・全市町村分を合わせて処理（事業系小型家電と一緒に処理をしない）

・事業系小型家電の持込拠点の設置

・仙台市・大和町・石巻市・柴田町の４箇所に，７月１６日～２４日（平日７日間）設置
・県指定１１品目よりさらに品目を限定して回収
・実証試験のため，委託契約書と産業廃棄物管理票（マニフェスト）の代わりに，
引取票を発行

・県ホームページ掲載や新聞の折込広告等による周知

地域毎に８ルートを設定
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（２）令和元年度実証試験②

・事業系小型家電の持込拠点設置のチラシ
＜新聞折込広告＞仙台市若林区・富
谷市・黒川郡・石巻地区・仙南地区



最大 最小 平均

a 12 626 148 4 52

b 28 1,215 227 3 43

c 17 938 237 8 55

d 28 1,734 560 5 62

計 85 4,513

持込拠点 持込件数
回収重量
（kg）

1件あたりの重量（kg）

・事業系小型家電の持込拠点７日間４箇
所設置して，４，５００kg程度を回収した。

・１件あたりの持込量は，平均 ５０kg，最
大 ５００ｋｇ程度であり，小口の排出事
業者からの持込が多かった。
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（２）令和元年度実証試験③
・事業系小型家電の持込拠点での回収量

→ １，０３９ｋｇを実証試験で使用
残りは拠点事業者においてリサイクル



・教育関係，公務，サービス業からの持込量が多かった。
・県庁や地方機関への周知を行ったため，県機関からの持込が多かった。
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（２）令和元年度実証試験④

・持込事業者の業種別回収量の割合



・広報の方法としては，新聞折込広告の効果が高いが，コスト面が課題
・事業系持込拠点の利用については，好意的な意見が多い
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（２）令和元年度実証試験⑤

・持込事業者へのアンケート結果

この実証試験はどのよう
に知りましたか（件数）

今後，事業系小型家電の持込拠点
が設置された場合，利用しますか
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（２）令和元年度実証試験⑥
・実証試験において処理に供した小型家電の重量 回収した小

型家電は，３
事業者に処
理を委託し
た。

携帯電話 ノートPC
その他県指
定11品目

県指定11品
目以外

計

A 0 0 815 0 815 ① 産廃施設

B 4 18 8 0 30 ① 一廃施設

C 0 0 20 0 20 ① 一廃施設

D 2 0 60 0 62 ① 一廃施設

E 29 321 5 0 355 ② 一廃施設

F 11 33 822 0 866 ② 一廃施設

G 40 0 634 0 674 ② 産廃施設

H 9 10 502 2 523 ② 産廃施設

I組合 0 0 1,493 0 1,493 ① 一廃施設

J組合 5 61 541 9 616 ② 一廃施設

Ｋ組合 17 105 360 22 504 ② 一廃施設

Ｌ組合 0 0 873 2,337 3,210 ②，③ 一廃施設

小計 117 548 6,133 2,370 9,168

a 1 26 227 0 254 ① 産廃施設

b 4 24 229 0 257 ① 産廃施設

c 2 27 227 0 256 ① 産廃施設

d 2 32 238 0 272 ② 産廃施設

小計 9 109 921 0 1,039

126 657 7,054 2,370 10,207

産業廃
棄物

一般廃
棄物

残さ処理

合計

分類
回収
場所

実証試験における処理量（kg）
処理
業者

小型家電の
処理残さの
うち，廃プラ
等の廃棄物
は，市町村
等の一般廃
棄物処理施
設又は産業
廃棄物処理
施設で処理
した。
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（３）課題と解決方法の提案①

～課題の整理と解決方法～

・市町村回収の小型家電（一般廃棄物）について

・県内に認定事業者（認定処分施設を含む）が少ないため，運送費が高くなり，有価買
取されにくい

→ 県内に認定施設が設置され回収ルートを効率化し，運送費とともに残さ処理を効
率化することで，有価取引可

・事業所の小型家電を市町村設置ボックスに入れて良いか？の問い合わせが多い
→ 事業系ももっと回収すべき

・小口排出事業者にとって，持込拠点や宅配便回収の利便性が高い
・委託契約書やマニフェスト交付の事務手続が，小口排出事業者や処理業者にとって
負担が大きい

・小型家電処理残さ（廃プラスチック類など）の処分費用の高コスト化が資源化を阻害

・東京都や八王子市で制度化されているマニフェストを不要とする制度（都道府
県知事が特定の産業廃棄物，特定の業務を行う者全体を一般的に再生利用業
者に指定）の導入

・市町村の一般廃棄物処理施設（焼却施設など）の活用（残さ処理）

・事業系小型家電（産業廃棄物）について

解決方法
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（３）課題と解決方法の提案②
みやぎ方式小型家電リサイクルシステム（想定される方式）

ロ ロ

宮城県外

認定施設

処分施設 自社運搬 （マニフェスト不要）

運搬委託
①イ又はロの処理に係るマニフェストが不要となり，小
口排出事業者の回収が促進（拠点回収や宅配便回
収）される。
②ハにより，事業系と生活系の両方の残さ処理が合
理化される。
③県内の事業系と生活系の小型家電の両方が回収さ
れることで，処理量が確保できることから，事業採算性
が向上する。

一般指定による運搬 （マニフェスト不要）

一般廃棄物の運搬 （マニフェスト不要）

ハ ※再生利用業の範囲（一般指定）

積替保管施設

一般廃棄物
処理施設

（マニフェスト不要）

※事業系及び生活系の小型家
電の処理残さ（廃プラスチック類
等）をR1.5.20環境省通知に基づ
き処理，産廃処理施設での処理
は通常とおりマニフェストが必要

宮城県内

　　　　　　　　　　　　>>>>>>>>>>>>>>>事業系小型家電<<<<<<<<<<<<<<< >>>>生活系小型家電<<<<

排出
事業所

イ
＜持込拠点＞

処分施設

（マニフェスト不要）

市町村等＜持込拠点＞

積替保管施設

＜想定される制
度の活用方法＞
【一般指定】
県内の認定処分
施設で処理する
事業系小型家電
を持込拠点回収
する場合にマニ
フェストの交付が
不要となる
【残さ処理】
県内の認定処分
施設で処理した
小型家電の処理
残さを市町村等
の一般廃棄物処
理 施 設 で 処 理
（併せ産廃）



14

＜参考資料＞東京都における再生利用業の一般指定

出展：東京都環境局資源循環推進部ホームページ
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＜参考資料＞政令指定都市における併せ産廃処分費用一覧
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１ 宮城県における取組状況と目標設定
（１）＜第2期循環計画目標＞全市町村が継続的に小型家電リ

サイクル制度に取り組んでいる（ステーション回収・ピック
アップ回収・ボックス回収等）→ ほぼ達成できている

（２）県民１人当たりの小型家電リサイクル制度による小型家
電回収量（H29年度実績：市町村回収分約114g/人・年）は
全国平均（約440g/人・年）と比較して少ない
→ ＜次期循環計画＞目標指標値として回収量等で再設定

２ 課題の解決方法の提案
（１）再生利用業の一般指定（県内の小型家電認定処分施設）

の導入について検討
（２）市町村等の一般廃棄物処理施設（焼却施設など）での小

型家電残さ受入（併せ産廃処理）の可能性を検討

（３）課題と解決方法の提案③

～結果の検証と今後の検討事項～


